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十
月
二
十
三
日
の
第
八
回
及
び
十
一
月
二
日
の
第

九
回
の
茨
城
県
議
会
基
本
条
例
検
討
委
員
会（
山
岡

恒
夫
委
員
長
）で
は
、
議
会
基
本
条
例
案
に
つ
い
て

検
討
を
行
い
、
同
検
討
委
員
会
と
し
て
の
条
例
案
を

取
り
ま
と
め
ま
し
た
。

　

そ
の
条
例
案
に
つ
い
て
、
十
一
月
二
日
か
ら
二
十

二
日
ま
で
の
二
十
一
日
間
に
わ
た
り
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ

メ
ン
ト
を
行
い
、
そ
の
結
果
、
四
名
の
方
か
ら
、
三

十
二
件
の
御
意
見
を
い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

そ
の
御
意
見
に
つ
い
て
、
十
一
月
二
十
九
日
の
第

十
回
検
討
委
員
会
で
協
議
し
、
条
例
案
を
決
定
し
ま

し
た
。
同
日
、
山
岡
委
員
長
か
ら
磯
崎
議
長
に
答
申

し
ま
し
た
。

　

答
申
さ
れ
た
条
例
案
は
、
今
定
例
会
に
議
員
提
案

に
よ
る
議
案
と
し
て
提
出
さ
れ
、
十
二
月
二
十
一
日

の
本
会
議
に
お
い
て
、
全
会
一
致
で
可
決
さ
れ
ま
し

た
。

　

議
会
基
本
条
例
で
は
、
基
本
理
念
と
し
て
、
二
元

代
表
制
の
一
翼
を
担
い
、
県
の
意
思
決
定
を
行
う
議

事
機
関
と
し
て
、
県
民
の
意
思
を
県
政
に
反
映
さ
せ

る
た
め
、
公
正
か
つ
公
平
な
議
論
を
尽
く
し
、
真
の

地
方
自
治
の
実
現
を
目
指
す
こ
と
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
上
で
、
議
会
及
び
議
員
の
役
割
、
県
民
や
知

事
等
と
議
会
と
の
関
係
な
ど
の
基
本
的
な
事
項
を
明

ら
か
に
し
、
特
に
議
会
等
の
役
割
の
中
に
は
、
東
日

本
大
震
災
な
ど
の
被
災
県
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
災
害

時
の
対
応
に
つ
い
て
も
規
定
し
て
い
ま
す
。

※「
茨
城
県
議
会
基
本
条
例
」の
全
条
文
は
、
県
議
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
ご
覧
に
な
れ
ま
す
。

茨
城
県
議
会
基
本
条
例
を
制
定
し
ま
し
た

　

各
常
任
委
員
会
は
、
定
め
た
テ
ー
マ
に
つ
い
て
、
一
年
間
の
委
員
会
の
調

査
活
動
を
踏
ま
え
、
取
り
組
む
べ
き
政
策
を
執
行
部
に
提
言
し
ま
し
た
。

総
務
企
画
委
員
会

テ
ー
マ
「
地
域
の
特
性
や
資
源
を
活
か
し
た
活
力
あ
る
地
域
づ
く
り
」

○
県
内
六
地
区
（
県
北
山
間
・
県
北
臨
海
・
県
央
・
鹿
行
・
県
南
・
県
西
）

ご
と
の
核
と
な
る
拠
点
を
活
用
し
た
施
策
の
展
開

○
企
業
立
地
を
推
進
す
る
た
め
の
環
境
整
備
と
Ｐ
Ｒ　

な
ど

防
災
環
境
商
工
委
員
会

テ
ー
マ
「
本
県
防
災
対
策
の
強
化
」

○
防
災
組
織
等
の
活
動
体
制
の
整
備

○
津
波
防
災
思
想
・
知
識
の
普
及

○
地
域
防
災
計
画
（
原
子
力
災
害
対
策
計
画
編
）
の
早
急
な
改
訂　

な
ど

テ
ー
マ
「
県
内
も
の
づ
く
り
産
業
の
振
興
」

○
成
長
分
野
へ
の
進
出
や
海
外
展
開
な
ど
、
企
業
の
経
営
革
新
へ
の
取
り
組

み
の
促
進

○
中
小
企
業
の
雇
用
対
策
や
人
材
育
成　

な
ど

保
健
福
祉
委
員
会

テ
ー
マ
「
安
心
し
て
医
療
を
受
け
ら
れ
る
体
制
づ
く
り
」

○
医
師
・
看
護
職
員
の
確
保
及
び
救
急
医
療
体
制
等
の
強
化

○
在
宅
医
療
の
推
進
や
医
療
費
負
担
へ
の
支
援

○
放
射
性
物
質
の
健
康
へ
の
影
響
に
つ
い
て
の
適
切
な
対
応　

な
ど

農
林
水
産
委
員
会

テ
ー
マ
「
大
震
災
か
ら
の
復
興
と
茨
城
ブ
ラ
ン
ド
の
発
信
を
中
心
と
し
た
農

林
水
産
業
の
再
生
」

○
福
島
第
一
原
発
事
故
に
よ
る
風
評
の
払
し
ょ
く
と
販
売
の
促
進

○
六
次
産
業
化
や
農
商
工
連
携
な
ど
の
推
進

○
エ
コ
農
業
の
推
進
と
安
全
・
安
心
な
農
産
物
に
よ
る
消
費
者
等
と
の
信
頼

関
係
の
構
築　

な
ど

土
木
企
業
委
員
会

テ
ー
マ
「
大
震
災
か
ら
の
復
興
と
防
災
・
減
災
に
向
け
た
い
ば
ら
き
づ
く
り
」

○
緊
急
輸
送
道
路
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
強
化
や
公
共
施
設
の
長
寿
命
化
対
策
等

維
持
管
理
の
推
進

○
企
業
局
の
水
道
事
業
に
お
け
る
危
機
管
理
対
策
の
強
化

○
地
域
を
守
る
地
元
建
設
業
者
の
育
成　

な
ど

文
教
警
察
委
員
会

テ
ー
マ
「
た
く
ま
し
く
心
豊
か
な
い
ば
ら
き
の
子
ど
も
た
ち
の
育
成
」

○
キ
ャ
リ
ア
教
育
・
道
徳
教
育
の
充
実

○
家
庭
・
地
域
と
の
連
携
に
よ
る
心
の
教
育
の
推
進

○
ス
ポ
ー
ツ
を
通
し
た
人
間
形
成　

な
ど

テ
ー
マ
「
来
日
外
国
人
犯
罪
対
策
及
び
日
本
人
と
外
国
人
が
共
生
す
る
安
全
・

安
心
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進
」

○
来
日
外
国
人
犯
罪
の
撲
滅

○
日
本
人
と
外
国
人
が
共
に
安
全
に
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
共
生
社
会
の
実
現

に
向
け
た
対
策　

な
ど

前　文
県民福祉の向上及び県勢の発展に寄与するため、県民から選ばれた代表として
その責任を自覚し、真の地方自治の実現に向け全力を尽くすことを決意

第24条　知事との関係の基本原則
第25条　議会への説明等
第26条　監視及び評価
第27条　政策立案等

第 5章　議会と知事等との関係

第19条　県民の参画の推進
第20条　県民への説明責任
第21条　広報広聴活動の充実
第22条　会議等の公開等
第23条　情報公開

第 4章　県民と議会との関係

第 1章　総 則
第 1条　目　　的：議会の基本理念、議会の役割及び運営、議員の責務及び役割

等議会に関する基本的事項を定め、県民福祉の向上、県勢の
発展に寄与

第 2条　基本理念：二元代表制の一翼を担い、県民の意思を県政に反映させるた
め、公正かつ公平な議論を尽くし、真の地方自治を実現

茨城県議会基本条例の構成

「
い
ば
ら
き
県
議
会
キ
ッ
ズ

サ
イ
ト
」を
開
設
し
ま
し
た

　

子
ど
も
た
ち
に
も
っ
と
県
議
会
を
知
っ

て
も
ら
う
た
め
、
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
「
い
ば

ら
き
県
議
会
キ
ッ
ズ
サ
イ
ト
」
を
開
設
し

ま
し
た
。

　

キ
ッ
ズ
サ
イ
ト
で
は
、「
茨
城
県
議
会

と
は
」「
県
議
会
の
し
く
み
」
な
ど
、
県

議
会
の
役
割
に
つ
い
て
説
明
す
る
内
容
の

ほ
か
、「
議
会
ク
イ
ズ
」
や
「
議
事
堂
写

真
館
」
な
ど
も
あ
り
、
楽
し
み
な
が
ら
議

会
の
活
動
を
知
る
こ
と
が
で
き
る
内
容
に

な
っ
て
い
ま
す
。

　

ぜ
ひ
、
ご
家
庭
で
お
子
様
と
一
緒
に

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

第12条　議員の責務
第13条　議員の役割
第14条　議員の活動原則
第15条　会派
第16条　政務調査費
第17条　議員報酬
第18条　議員の定数及び選挙区

第 2章　議会の役割及び運営
第 3条　議会の使命
第 4条　議会の役割
第 5条　議会運営の原則
第 6条　本会議及び委員会
第 7条　議会の会期
第 8条　審議等の充実
第 9条　議員による検討組織の設置
第10条　調査機関の設置
第11条　調査

第 3章　議員の責務及び役割

県議会ホームページ　http://www.pref.ibaraki.jp/gikai/

第28条　議会改革の推進
第29条　交流及び連携の推進

第 6章　議会改革

第30条　政治倫理
第31条　資産等の公開

第 7章　政治倫理

第32条　議会事務局
第33条　議会図書室

第 8章　議会事務局等

第34条　他の条例等との関係
第35条　条例の見直し

第 9章　補 則

条例の提案説明を行う
山岡　恒夫 議員

本条例は平成24年12月27日に　
施行されました。

常
任
委
員
会
提
言（
要
旨
）


